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農林⽔産省⼤⾂官房新事業・⾷品産業部／New Business and Food Industry Department. Minister‘s Secretariat. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

１ 「制度設計」に関する地⽅関係者の意⾒①
 令和4年3⽉に取りまとめた⽶の現物市場に関する「制度設計」について、
22道府県・51者注の意⾒を収集。 注）15⽣産者、16全農県本部等・県中央会、５集荷団体、15卸売業者

１ 情報共有の場

〇 実需者の調達の考え⽅を知ることができれば良い。
〇 12⽉から次年産の検討開始は難しい。

〇 県別の産地品種銘柄ごとの売れ⾏き情報（在庫情報）は
欲しい。

〇 オンラインでリアルタイムにアクセスできると良い。
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１ 「制度設計」に関する地⽅関係者の意⾒➁
 令和4年3⽉に取りまとめた⽶の現物市場に関する「制度設計」について、
22道府県・51者注の意⾒を収集。 注）15⽣産者、16全農県本部等・県中央会、５集荷団体、15卸売業者

２ 現物市場

〇 新規販売ルートの開拓⼿段として良い。
〇 有機・特別栽培であれば⽣産者側から価格を提⽰したい。
〇 代⾦回収が不安。⽀払や受渡のルールが重要。
販売先の信⽤情報が分かると良い。

〇 事務処理のデジタル化を進めて欲しい。資料提出等は
簡素化してほしい。

〇 実需者が求める⽶の量・価格（オファー内容）が予め
分かれば、活⽤してみたい。

〇 ⽣産費を基にした最低価格を決めた⽅が良い。

〇 全農の各県本部から出荷してもらえれば、卸売業界が
売り捌いて還元したい。

〇 他県産⽶の集荷の場として活⽤したい。県外の消費地に
卸す観点から活⽤する可能性。

〇 品質の保証が重要。半年先まで保管してもらえる等の
在庫管理機能があると良い。
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１ 「制度設計」に関する地⽅関係者の意⾒③
 令和4年3⽉に取りまとめた⽶の現物市場に関する「制度設計」について、
22道府県・51者注の意⾒を収集。 注）15⽣産者、16全農県本部等・県中央会、５集荷団体、15卸売業者

３ 価格指標

〇 家庭⽤・業務⽤で価格差があるという実態が、⽣産者に
伝わるのであれば有益。

〇 新⽶出荷前（８⽉）、出来秋（9⽉）、決算前（2⽉）に
価格指標があると良い。

〇 取引回数を絞り、⼀回当たりの取引量を増やすと良い。
〇 業務⽤の情報は少ないので、「安値」の情報は重要。

〇 「〇トン以上の取引があれば価格指標とする」等の
ルールが重要。

〇 １県当たり３〜４つの産地品種銘柄について
価格指標があると良い。
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 農林⽔産省・⽣産者・JAグループ・集荷団体・卸売業者等が、⽶の⽣産から消費に⾄る情報、
⾏政情報等について情報交換。

 従来取引の相⼿⽅等から個別に情報収集していたが、需要、作付、価格等の相場感を共有。

２ 情報共有の場

２ 参加者 《調整中》

〇 稲作経営者・団体
（稲作経営者会議、農業法⼈協会、全中 ）

〇 集出荷業者（全農、JA、全集連）
〇 卸売業者（全⽶販等）
〇 農林⽔産省 等

３ 開催⽅法 《調整中》

〇 対⾯・WEBを併⽤
〇 関係者の相場感を共有できるよう公開注

注）初回は試⾏のため⾮公開、以降は原則として公開

１ 開催時期・基調テーマ 《調整中》

（１）１⽉ 〜 当年産に向けたキックオフ
○ ⽶取引に関する有識者からの基調講演
〇 農林⽔産省から需給⾒通し
〇 卸売業者・実需者から需要トレンド情報 等

（２）５⽉ 〜 収獲前の情報交換
〇 農林⽔産省から前年産の販売・在庫情報、
当年産の作付情報

〇 卸売業者等から前年産の販売・在庫情報 等

（３）８⽉ 〜 ⽣産・販売動向に関する情報交換
〇 農林⽔産省から前年産の需給実績情報
○ ⽣産者等から当年産の作付情報
〇 卸売業者等から前年産の在庫・販売情報 等

（４）11⽉ 〜 ⽣産・販売動向に関する情報交換
○ 農林⽔産省から当年産の⽣産情報
〇 ⽣産者等から当年産の収穫・品質情報 等
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 開設主体として公益財団法⼈流通経済研究所（東京都千代⽥区）が意向。

３ 現物市場（開設主体）

《参考》流通経済研究所が運営するマッチングシステム

〇 農林⽔産物の⽣産者と卸売業者・実需者を繋ぐ
マッチングシステム「アグリーチ」を運営。
（登録者数1,100超）

１ 公益財団法⼈流通経済研究所の概要

〇 昭和38年３⽉
流通経済研究所（任意団体）として発⾜

・昭和41年10⽉
財団法⼈流通経済研究所に改組

・平成25年４⽉
公益財団法⼈流通経済研究所に改組

〇 研究調査
流通・マーケティング分野で活動

２ 開設意向

「⽣産者が⾃分で価格を決める」「需要者が
ニーズに合った農産物を探して調達する」等、
アグリーチの運営ノウハウを活かして
⽶の現物市場を運営し、価格指標を提供
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４ 現物市場の課題とロードマップ
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課題 ４年度下期 ５年度上期 ５年度下期

情報共有の場
・早期の⽴上げ

現物市場
・開設主体の確定

・参加メリットの明確化

・出荷⽅法、コスト等の
具体化

価格指標
・リアルタイムでの公表

・需給を反映した透明性の
⾼い指標化

現物市場での取引開始

▼５年１⽉に開始（１⽉、５⽉、８⽉、11⽉を⽬途に定期的に実施）

▼今回、公益財団法⼈が意向を表明

▼５年３⽉を⽬途に具体的な事業運営⽅法等を開⽰

▼引き続き、⽣産者からの最低販売価格の提⽰、代⾦回収の安定化、
販売先の信⽤状況確認、評価のフィードバック等について検討

 地⽅関係者の意⾒を踏まえ、情報共有の場・現物市場・価格指標の実現に向けて計画的に課題
に対応。

▼引き続き、現物市場で⽰される「価格指標」のリアルタイムでの公表に
ついて検討

▼５年３⽉を⽬途に具体的な⽅法を開⽰

▼５年秋には取引開始
可能な状態


